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1. 調達の背景及び目的 

購入装置は、プラズマの発光スペクトルを測定及び解析することで、プラズマ中に含まれるガス

種やその量を定量的に評価する装置である。調達の背景として、JST A-STEP 補助事業（特提

2021007）にて実施中の「レアメタルフリー透明遮熱・断熱エコシートの開発」の研究推進があ

る。プラズマ発光スペクトルは製膜中の酸素、窒素量を定量的に制御し安定した製膜条件を実現

するために必要である。以上の背景を鑑み、該当研究に資することが本装置調達目的である。 

   

2. 調達物品の名称、数量及び構成内訳 

 名称: プラズマ発光分析エンドポイントモニター 

 数量: 1 式 

 内訳: 1. プラズマ発光測定装置 1 式 

  2. 制御用システム（ノート型パソコン本体）1式 

  3. 分析用システム（解析用ソフトウェア）1式 

   

3. 機器の性能、機能、規格等 

 3-1. プラズマ発光測定装置 

 ＜本体＞ 

 3-1-1. 製品が新品であること。 

 3-1-2. 波長範囲 200～800 nm の測定が可能であること。 

 3-1-3. 6. 検査 において規定する代表値波長において、各波長領域の分解能が要求値を満たす

こと。 

 3-1-4. 6. 検査 において規定する代表値波長において、各波長領域のスペクトル線ピーク位置

精度が要求値を満たすこと。 
 3-1-5. 分光器の焦点距離は 140 ㎜であること。 

 3-1-6. 検出器は CCD タイプであり、裏面入射型 CCD リニアイメージセンサを備えること。 

 3-1-7. イメージセンサの素子数は 2048 × 64 以上であること。 

 3-1-8. A/D 分解能 16 ビット以上であること。 

 3-1-9. 露光時間を 20 msec〜2.5 sec で調整可能であること。 

 3-1-10. 堀場エステック社製プラズマエミッションコントローラーRU-1000 と接続することが

可能で、特定波長の発光強度をリアルタイムに送信可能であること。 

   

 3-2. 制御用システム（ノート型パソコン本体） 

 ＜パソコン＞ 

 3-2-1. 制御用ソフトウェアがインストールされたノート型パソコンが付属すること。 

 3-2-2. 制御用ノート型パソコンのモニタサイズは 14 インチ以上であること。 

 3-2-3. 制御用ノート型パソコンを操作するためのマウスが付属すること。 

 3-2-4. 制御用ノート型パソコンの基本ソフトは、Microsoft 社製 Windows 10 Pro 64-bit 相当

以上であること。 

 3-2-5. 制御用ノート型パソコンに搭載しているプロセッサーはインテル ®Core™i5 以上である

こと。 

 3-2-6. 制御用ノート型パソコンに搭載している記憶領域は、500 GB 以上でかつ、OS や制御用

ソフトウェアをインストールした後の空き容量が 10 GB 以上であること。 

   

 3-3. 分析用システム（解析用ソフトウェア） 

 ＜ソフトウェア＞ 

 3-3-1. 3-3-4.～3-3-7.を満足する動作環境へ分析用ソフトウェアをインストールし、プラズ

マ発光スペクトルデータを読み込むことで、ライブラリーよりガス種及びイオン種の

候補種を表示できること。 
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 3-3-2. 3-3-4.～3-3-7.を満足する動作環境へインストールされた分析用ソフトウェアによ

り、プラズマ発光スペクトルデータを基にガス種及びイオン種を 3-1.に規定する本体

と通信することにより、リアルタイムにライブラリーよりガス種及びイオン種の候補

種を表示できること。 

 3-3-3. 3-3-1.及び 3-3-2.を可能とする分析用ソフトウェアを CD-ROM にて提供し、使用ライセ

ンスを付属すること。 

 3-3-4. 分析用ソフトウェアの動作環境として、Microsoft 社製 Windows 10 Pro 64-bit の OS

対応であること。 

 3-3-5. 分析用ソフトウェアの動作環境として、インテル ®Core™i5 以上の性能を持つ CPUであ

れば全て対応可能であること。 

 3-3-6. 分析用ソフトウェアの動作環境として、メモリ 8 GB にて使用できること。 

 3-3-7. 分析用ソフトウェアの動作環境として、ディスク空き容量が 10 GB 以下であってもこ

れをインストールして使用できること。 

   

4. 設置条件 

 4-1. 設置場所 

  ・大阪府和泉市あゆみ野 2-7-1 地方独立行政法人大阪産業技術研究所 和泉センター 

・本館 １階 C-108 薄膜実験室 

 4-2. 設置許容寸法（プラズマ発光測定装置本体 及び 制御用システム（ノート型パソコン

本体：本館 1階 C-108 薄膜実験室室内設置） 

  ・幅 1800 mm×奥行 900 mm×高さ 300 mm 

 4-3. 設置許容重量（本館 1階 C-108 薄膜実験室室内設置） 

  ・床耐荷重 500 kg/m2   

 4-4. 電源 

  AC 100 V、15 A 2 口 （プラズマ発光測定装置本体 及び 解析用システム（ノートパ

ソコン本体） 各 1口使用、実験室内分電盤からの配線工事は不要） 

   

5. 納入期限 

  令和 4年 2月 28 日（月） 

   

6. 検査 

  検査項目は以下の通りとする。 

・員数検査 

・外観検査 

・性能検査： 

出荷時測定検査の成績表を提出すること。成績表の結果を基に、3項の各要求仕様の性

能検査を実施する。 

 

※3-1-3.及び 3-1-4.について、下記に示す各波長領域内の代表値波長におけるスペク

トル分析結果を提出すること。測定結果を基に、全ての波長領域において下記仕様が

満足されると認められる場合に、両項目について合格と判断する。 

 

・波長範囲：200-500nm  分解能 < 2nm 

代表値波長：検査スペクトル基線 Hg 253.7nm 

仕様：分解能およびスペクトル線ピーク位置±0.5nm を満たすこと 

 

・波長範囲：500-700nm  分解能 < 2.5nm 

代表値波長：検査スペクトル基線 Hg 546.1nm 

仕様：分解能およびスペクトル線ピーク位置±0.5nm を満たすこと 
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・波長範囲：700-800nm  分解能 < 2.8nm 

代表値波長：検査スペクトル基線 Ne 743.9nm 

仕様：分解能およびスペクトル線ピーク位置±0.5nm を満たすこと 

 

なお、検査用の試料及び消耗品は受注者が用意すること。 

   

7. 職員研修 

  本装置について、以下の研修を当研究所職員に対して行うこと。なお、研修時間はの

べ 2時間（担当職員 2名に対して、１時間/日）以上行うこと。 

・構造及び操作方法 

・保守点検及び調整方法 

・安全対策及び緊急時対応 

 なお、研修用の資料、試料及び消耗品等が必要な場合は、受注者が用意すること。 

   

8. その他 

 8-1. 装置の搬入、設置又は据え付け、調整、研修及び検査に要する諸費用は受注者の負担

とし、受注者は所定の納入期限までに行うこと。 

 8-2. 装置の設置等に際して、設置予定場所の寸法、搬入経路、床耐荷重等及び装置の稼働

に必要な電気、冷却水、給水、排水、ガス配管等の既設の設備の仕様を事前に確認す

ること。また、既設の設備によって装置が正常に稼動するような措置を講じることと

し、設備の追加や改修等の付帯工事、接続作業及び調整等が必要な場合は、全て受注

者の負担により実施すること。 

 8-3. 装置の搬入、設置又は据え付け、付帯工事、接続作業及び調整等を行うにあたって

は、事前に担当者と十分協議すること。また、これらの実施にあたっては、当研究所

の業務に支障をきたさないよう十分に配慮すると共に、万一、業務や建物設備等に損

害が生じた場合は、受注者の責任において、これを補償すること。 

 8-4. 装置の操作方法に対して疑義が生じた場合、技術員の派遣指導、又はその他の適切な

方法によって適宜対応すること。 

 8-5. 検査完了後 1年を装置の保証期間とし、正常な使用状況において発生した故障につい

ては、速やかに無償にて修理又は交換すること。 

 8-6. 検査完了後 1年を経過した後の有償期間においても、故障が発生した場合は、速やか

に故障部品の納入や補修を行なうなどの措置を講じ、当研究所の業務に支障をきたさ

ないようにすること。 

 8-7. 当該装置が製造中止になったとしても、製造中止後 7年間は装置の性能維持に必要な

部品の供給を確保すること。 

 8-8. 装置の説明、使用方法、点検方法、トラブル時の対処方法などを記した日本語のマニ

ュアルを 1部提出すること。 

 8-9. 機械に関する危険性等の通知について規定している改正労働安全衛生規則第 24条の 13

に基づき「残留リスク一覧」を提出すること。 

 8-10. パソコンにプレインストールされているソフトウェアに対しては、必要なライセンス

認証を行い、プロダクトキーが記載されたパッケージ部材等、ライセンスを証明でき

るものを付属すること。 

 8-11. 本仕様書に定める以外の項目で疑義が生じた場合は、双方協議のうえで対応するこ

と。 

  以上 

 


